
宮崎県介護サービス情報の公表実施要綱

平成２４年７月１日

福祉保健部長寿介護課

（目的）

第１条 この要綱は、本県における「介護サービス情報の公表」制度の実施に当たって、

介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）、介護保険法施行令（平成10

年政令第412号。以下「政令」という。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令

第36号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的

とする。

（制度の趣旨）

第２条 本制度は、介護保険制度の基本理念である「高齢者の自立支援」、「利用者本位」、

「利用者による選択（自己決定）」を実現するため、法第115条の35の規定に基づき、

介護サービス事業者（以下「事業者」という。）が介護サービス情報（介護サービスの

内容及び運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとす

る要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表

されることが必要なものをいう。）を県に報告し、県はこれを公表することにより、利

用者の権利擁護、介護サービスの質の向上等に資する情報提供の環境整備を図るもので

ある。

（実施体制等）

第３条 本制度の対象となる事業者（以下「公表対象事業者」という。）が報告する介護

サービス情報の受理、公表及び調査等の事務は、県が行う。

２ 前項に掲げる介護サービス情報の報告、受理及び公表は、インターネット（介護サー

ビス情報公表システム）を経由して行う。

（公表対象事業者）

第４条 公表対象事業者は、省令第140条の43に規定されるサービス（以下「サービス」

という。）を提供する事業者であって、新たにサービスを開始しようとする事業者及び

第７条に定める計画の基準日前の１年間において介護報酬の支払いを受けた金額が100

万円を超える事業者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、事業者が介護サービス情報の公表を希望する場合は、これ

を妨げない。

（介護サービス情報の内容）

第５条 公表対象事業者が報告する介護サービス情報は、省令第140条の45に規定する別

表第１に掲げる項目（以下「基本情報調査票」という。）及び別表第２に掲げる項目（以

下「運営情報調査票及び事業所等の財務状況が分かる書類(財務諸表又は計算書類等)」



という。）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、新たにサービスを開始しようとする事業者が報告する介護

サービス情報は、基本情報調査票のみとする。ただし、当該事業者が運営情報調査票の

報告を希望する場合は、これを妨げない。

（公表の頻度）

第６条 公表対象事業者ごとの介護サービス情報の公表の頻度は、毎年度１回とする。

（計画の策定）

第７条 県は、政令第37条の２の３第１項の規定に基づき、介護サービス情報の報告に関

する計画（以下「計画」という。）を毎年策定し、策定したときは県庁ホームページに

おいてこれを公表する。

２ 計画の内容は、次の各号に定めるとおりとする。なお、計画の基準日は１月１日とし、

計画の期間は４月１日から翌年３月31日までの１年間とする。

(1) 計画の基準日

(2) 計画の期間

(3) 公表対象事業者

(4) 報告の開始時期及び提出期限

(5) 公表の時期

（介護サービス情報の報告）

第８条 公表対象事業者は、計画に基づき、県に対して介護サービス情報の報告を行わな

ければならない。

２ 介護サービス情報は、それぞれのサービスごとに報告することを基本とするが、公表

対象事業者が２つ以上のサービスを一体的に運営している場合には、同一事業者による

運営であることから、サービスの内容等の多くが共通しているサービスの報告について

は、別表１の区分により一体的に報告することができるものとする。

（介護サービス情報の公表）

第９条 県は、公表対象事業者が報告する介護サービス情報について、内容に記載漏れ等

の不備がないことを確認して受理し、計画に基づき公表する。

（調査の実施等）

第10条 法第115条の35第３項の規定により県が行う調査は、宮崎県介護サービス情報の

公表制度における調査に関する指針（平成24年６月１日付け宮崎県福祉保健部長寿介護

課定め）に基づき行う。また、調査する項目は、基本情報調査票、運営情報調査票及び

事業所等の財務状況が分かる書類(財務諸表又は計算書類等)のうち、県が必要と認める

事項とする。

（公表した介護サービス情報の訂正）

第11条 公表した介護サービス情報に訂正の必要があるときは、公表対象事業者は県に対



して報告を行うものとする。

（公表情報の削除）

第12条 県は、介護サービス情報を公表している事業者のサービスが、廃止、休止、取消、

停止又は失効となったことを確認したときは、当該介護サービス情報を削除する。

２ 県は、介護サービス情報を公表している事業者が、最後に報告を行った日の翌年度か

ら２年度間新たな報告を行わなかった場合は、当該介護サービス情報を削除する。

（是正命令）

第13条 県は、事業者が第８条の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は第10条の調

査を受けず、若しくは調査の実施を妨げたときは、法第115条の35第４項の規定に基づ

き、期間を定めて、当該事業者に対し、その報告を行い、若しくは報告の内容を是正し、

又はその調査を受けることを命ずるものとする。

２ 県は、市町村が指定又は許可するサービスの事業者に対して前項の処分をしたときは、

法第115条の35第５項の規定に基づき、その旨を当該市町村に通知するものとする。

（指定の取消等）

第14条 県は、県が指定又は許可するサービスの開設者が前条の命令に従わないときは、

法第115条の35第６項の規定に基づき、当該サービスの指定若しくは許可を取り消し、

又は期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停止するものとす

る。

２ 県は、市町村が指定又は許可するサービスの開設者が前条の命令に従わない場合にお

いて、法第115条の35第７項の規定に基づき、当該サービスの指定若しくは許可を取り

消し、又は期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停止するこ

とが適当であると認めるときは、理由を付して、その旨を当該市町村に通知するものと

する。

（苦情等の対応）

第15条 県は、介護サービス情報の公表に関して、利用者及び事業者等からの苦情等の対

応窓口を設け、苦情等があった場合には適宜適切に対応するものとする。

（処分・行政指導に関する情報公表）

第16条 県は、事業者を処分し、法第76条の２第４項及び第78条に基づく公示をする際は、

介護サービス情報公表システムにおいて公表できるものとする。

２ 県は、法第76条の２第２項における行政指導の勧告に従わなかった事業者を法に基づ

き公表する際は、介護サービス情報公表システムにおいて公表できるものとする。

（有料老人ホームに関する情報公表）

第17条 有料老人ホームに関する情報については、広く高齢者及びその家族等が知ること

ができるよう、介護サービス情報と一体的に集約した上で、広く情報発信していくこと

が必要であり、効率的、効果的に情報の公表を行う観点から、県は、老人福祉法（昭和



38 年法律第133 号）第29 条第11 項に基づく報告があり、同第12項に基づき公表する

場合は、介護サービス情報公表システムにおいて公表できるものとする。

附 則

この要綱は、平成24年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成25年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成28年９月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年９月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年３月２９日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年１２月１日から施行する。



別表１（一体的に報告することができるサービス区分）

区分 サービス

１ 訪問介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

２ 訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護

３ 訪問看護、介護予防訪問看護、指定療養通所介護

４ 訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション

５ 通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防認知症対

応型通所介護、指定療養通所介護

６ 通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、指定療養通所

介護

７ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、介護予防特定施設入居者生活

介護（有料老人ホーム）、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（外部

サービス利用型））、介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（外

部サービス利用型））、地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）

８ 特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、介護予防特定施設入居者生活

介護（軽費老人ホーム）、特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム（外部

サービス利用型））、介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム（外

部サービス利用型））、地域密着型特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）

９ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅））、

介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向

け住宅））、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者

向け住宅（外部サービス利用型）））、介護予防特定施設入居者生活介護（有

料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅（外部サービス利用型）））、地

域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向

け住宅）

１０ 福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特定介護予防福

祉用具販売

１１ 小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、複合型サービ

ス

１２ 認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護

１３ 居宅介護支援

１４ 介護老人福祉施設、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護

１５ 介護老人保健施設、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、介護予防短期

入所療養介護（介護老人保健施設）

１６ 介護医療院、短期入所療養介護（介護医療院）、介護予防短期入所療養介護

（介護医療院）


